
 1 

平成 26年度（平成 27年 3月 31日現在）貸借対照表 

5,558 2,913

現 金 0 134

預 貯 金 5,558 2,779

- 7

27 68

建 物 17 413

リ ー ス 資 産 - 4

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 9 4

69 377

ソ フ ト ウ ェ ア 69 2

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 - -

60 8

5,683 15

未 収 金 1,177 4

前 払 費 用 18 0

未 収 収 益 0 -

預 託 金 41 3,407

保険業法第 113条繰延資産 4,444

そ の 他 の 資 産 0 9,750

1,140 8,590

- 8,590

△ 9,207

△ 9,207

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 9,207

9,133

-

-

9,133

12,540 12,540

（単位：百万円）

純資産の部 合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

価 格 変 動 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

負債の部合計

（ 純 資 産 の 部 ）

リ ー ス 債 務

再 保 険 貸 資 産 除 去 債 務

そ の 他 資 産 仮 受 金

未 払 金

無 形 固 定 資 産 未 払 費 用

預 り 金

有 形 固 定 資 産 再 保 険 借

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

支 払 備 金

責 任 準 備 金

有 価 証 券 代 理 店 借

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

科　　　　目 科　　　　目

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

金　額 金　額
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【注記】 

１．会計方針に関する事項 
（１）有形固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 
② リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。 
 

（２）無形固定資産の減価償却の方法 
利用可能期間（主として 5年）に基づく定額法によっております。 
 

（３）外貨建資産等の本邦通貨への換算基準 
為替予約の振当処理の対象となっている外貨建資産は、当該為替予約の円貨額に換算しております。 

 
（４）貸倒引当金の計上方法 
   貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。破

産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対
する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権につ
いては、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、
その残額を計上しております。また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性
が大きいと認められる債務者(以下｢破綻懸念先｣という)に対する債権については、債権額から担保の
回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合
的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間におけ
る貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

   すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し
た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び
保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額
しており、その金額は 1百万円であります。 

 
（５）役員退職慰労引当金の計上方法 

役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、支給見込額のうち、当年度
末において発生したと認められる額を計上しております。 

 
（６）価格変動準備金の計上方法 

価格変動準備金は、保険業法第 115条の規定に基づき算出した額を計上しております。 
 
（７）ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法は、企業会計基準第 10号「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準委員会）に
従い、為替変動リスクをヘッジする目的で活用しており、外貨建の預金については為替の振当処理を
行っております。 

 
（８）消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 
 
（９）責任準備金の積立方法 

責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については金融庁長官
が定める方式（平成 8年大蔵省告示第 48号）により計算しております。 

 
（１０）保険業法第 113条繰延資産の償却方法 

保険業法第 113条繰延資産の償却方法は、定款の規定に基づき償却しております。 
 
２．金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項 
  保険業法第 118 条第 1 項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、負債の特性やキ

ャッシュフローの状況を踏まえ、流動性を重視しつつ安定的な利息収入を得ることを目指しております。
こうした認識に基づき、具体的には、必要な現預金を維持することを主眼としております。また、デリ
バティブについては、為替変動リスクをヘッジする目的で活用しております。 

  なお、当社が保有する金融商品として、外貨建預金は為替変動リスクに晒されておりますが、デリバテ
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ィブによりヘッジしております。 
資金調達に係る流動性リスクについては、各部署からの報告に基づき関連部門が適時に将来キャッシュ
フロー分析を行い、必要な手許流動性を維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。 

 
主な金融資産及び金融負債にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りで
あります。 

                                        （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

現金及び預貯金 5,558 5,558 － 

（注）現金及び預貯金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額に
よっております。 

 
時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

   該当する事項はありません。 
 

３．有形固定資産の減価償却累計額（リース資産含む）は 23百万円であります。 
 
４. 関係会社に対する金銭債権の総額は 1,106 百万円、金銭債務の総額は 6 百万円であります。 
 

５．繰延税金資産の総額は、3,028 百万円、繰延税金負債の総額は、1,283 百万円であります。繰延税金資
産のうち評価性引当額として控除した額は、603 百万円であります。なお、繰延税金資産の発生の主な
原因別内訳は、営業権 2,428 百万円、繰越欠損金 423 百万円であります。繰延税金負債の発生の主な原
因別内訳は、保険業法第 113条繰延資産 1,282百万円であります。 

 
当年度における法定実効税率は、30.78％であり、法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と
の間の差異の主要な内訳は、評価性引当額の増減額△3.86％、税率差異の増減額△2.83％であります。 

 
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 27 年法律第 9 号）の交付に伴い、当事業年度の繰延税金
資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成 27 年４月１日以降に開始する事業年度
に解消が見込まれる一時差異について、前事業年度の 30.78％から 28.85％に変更されております。 
この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 76 百万円減少し、
法人税等調整額は 76百万円増加しております。 

 
６．保険業法施行規則第 73 条第 3 項において準用する同規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分

に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は 7 百万円であり、同規則第 71 条第 1
項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は
23百万円であります。 

 

７．１株当たりの純資産額は 14,168円 24銭であります。 
 
８．保険業法第 113条繰延資産の額は、4,444百万円であります。 
 
９．保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年度末における当社の今後の負担

見積額は 27百万円であります。なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 
 
10．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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               平成 26年 4月 1日から 

平成 26年度                               損益計算書 

              平成 27年 3月 31日まで     

2,501

2,434

2,332

102

1

1

預 貯 金 利 息 1

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 -

-

65

62

2

5,629

906

409

36

281

46

0

131

670

-

670

0

0

-

2,504

1,549

9

43

1,481

14

-

△ 3,128

0

0

-

△ 3,128

△ 1,102

384

△ 717

△ 2,411

金　額

（単位：百万円）

保 険 料 等 収 入

保 険 料

再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 売 却 益

そ の 他 経 常 収 益

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

再 保 険 料

年 金

特 別 損 失

科　　　　目

経 常 収 益

保 険 業 法 第 113 条 繰 延 資 産 償 却 費

そ の 他 の 経 常 費 用

保 険 業 法 第 113 条 繰 延 額

経 常 損 失 （ △ ）

支 払 備 金 戻 入 額

そ の 他 の 経 常 収 益

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ）

固 定 資 産 等 処 分 損

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

税 金

減 価 償 却 費

責 任 準 備 金 繰 入 額

当 期 純 損 失 （ △ ）

経 常 費 用

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

有 価 証 券 売 却 損

そ の 他 返 戻 金
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【注記】 

１．関係会社との取引による収益の総額は 0百万円、費用の総額は 41百万円であります。 
 
２．支払備金戻入額の計算上、差し引かれた出再支払備金戻入額の金額は 1 百万円、責任準備金繰入額の計

算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は 3百万円であります。 
 
３．１株当たりの当期純損失は 4,099円 72銭であります。 
 
４．関連当事者との取引に関する事項は次のとおりであります。 

（１）親会社及び法人主要株主等 

属性 会社等の

名称 

議決権等

の所有

(被所有)

割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 

(百万円) 

科目 期末残高 

(百万円) 

親会社 

アクサ生

命保険

(株) 

(被所有) 

直接 

100.00% 

役員の兼任 

出向者給与

の支払 

連結納税に

伴う 

受取予定額 

1,106 未収金 1,106 

出向者給与 

の支払 
40 未払費用 6 

(注) １．アクサ生命保険株式会社（以下、「旧アクサ生命」とします。）は、2014 年 10 日１日に

親会社であるアクサ ジャパン ホールディング株式会社に吸収合併されました。 

存続会社アクサ ジャパン ホールディング株式会社は、その商号を「アクサ生命保険株式

会社」に変更し、旧アクサ生命の事業を継承しております。 

      ２．価格その他の条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。 

 

（２）子会社及び関連会社 

該当する事項はありません。 

 

（３）兄弟会社 

属性 会社等の

名称 

議決権等

の所有

(被所有)

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 取引金額 

(百万円) 

科目 期末残高 

(百万円) 

親会社

の 

子会社 

アクサ 

損害保険 

(株) 

－ 

カスタマー

サービス 

業務委託 

カスタマー

サービス 

業務委託費 

65 未払費用 8 

 (注) １．価格その他の条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。 

      ２．取引金額及び期末残高には消費税等を含めております。 

 
５．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
 

 
 
 
 
 


